
農産加工 コンビナー トによ る地 域農業 の組織 化

一 香川県大川郡西部地方の場合一

高 橋 正 明

1.は じ め に

近年,日 本農業の構造的危機が声 を大にして叫ばれているが,明 日への歩みを考える場

合,そ のような悲観論ばか りではな く,各 地で自主的に成長を続けているhの 試みに注

目する必要があるように思われる。そ してその一つの試みが組織化であ り,そ の成果が注

目されている。

すなわち,生 産手段の大型化,高 度化に伴い,自 己完結的な自作農的家族経 営 は 崩 壊

し,経 営の機能の一一部あるいは全部が各種の集団や利用組織,受 託組織,地 域農業関連機
(1)(2)(31(4)

関,あ るいはイソテグレーターなどによって分担されるようになってきた。今 日では,い

かに企業的な農家 と言aど も,各 種組織 とは無関係に経営を維持することは不可能にな り

っっある。そ してこのような組織が,日 本農業の新 しい担い手 としての役割を強めっっあ

ると言えよう。 このような状況の下 にあって,農 業構造 の改善は,こ れ らの動 きをさらに

発展 させた計画的な組織化によってなされ るべき段階に来ていると考}ら れる。

ところで,農 業基本法による農業構造改善事業によって,自 立経営農家の育成が重点政

策 として推進 されて きたが,こ れが必ず しも期待されたほどの効果をあげ得なかった こと

か ら,農 業政策は個別経営の枠をこえた集団的な生産組織育成へ と,そ の重点が変化 した

のである。 このような集団的組織は,昭 和40年 前後か ら稲作集団栽培や農協の営農団地あ
(5)i6)

るいは経済審議会の農業問題研究委員会の 「アグ リシステムの構想」 などにみ られるよう

に,各 地でかなり特色のある展開を示 しはじめていた。農政 もこれを追認 した よ うな 形
(7}

で,広 域営農団地構想や農業団地構想,そ して最近では地域農政などの諸施策が打ち出さ

れてきている。 このような流れの中で,地 域農業の組織化 も,た んに生産だけにとどまら

ず,流 通,販 売あるいは加工部門を含めた統一的な組織化が進んで くることになる。

そ こで本報告では,農 協が農産加工 コンビナー トを建設 し,「 ルーちゃんぎ ょうざ」を

製造,販 売す るなど,農 産物の生産から加工 ・流通までを一貫 した広域的な組織化を推 し

進めている香川県大川郡の事例をとりあげた。そ してその特色ある実践の中か ら,地 域農

業が今後進むべき方向を考える場合の一つの指針 となるものを探 り出したい。
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2.

農産加工 コンビナー トによる地域農業の組織化

農産加 工 コソ ビナー ト

設立 の構想 とそ の背 景

(1)大 川農協を中心 とするコン

ビナー ト構想

香川県大川郡長尾町,大 川町,

寒川町の三町を管内にもつ大川農

協は,松 尾,富 田,神 前,石 田,

造田,長 尾,多 和の旧7農 協が昭

和40年 に合併 してでぎた,総 農家

数3,234戸 の大型農協である。調

査地域は高松市の東方20kmに 位

置 し,通 勤圏であることか ら,管

内の大 部分の農家は兼業化 し,第

2種 兼業農家は72.4%に 及ぶ(香

川県の平均は75.4%)。 さらに1戸

当た りの経営耕地面積は62aと 零

細であることか ら,専 業農家はわ

ずかに8.5%に すぎない。地域の

農家の営農形態は水稲を中心にし,

畜産(乳 牛,養 豚,

2表)。
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第1図 地域概念図

野菜(イ チ ゴ,玉 ネギ,南 瓜,メ ロン),葉 タバ コ,

ブ ロイラー)を 多様 に と り入れた 複合経営 が主体 であ る(第1表,第

大 川農協 は,合 併 以前 に も旧長 尾農協 にお いて,全 国最初 の請負耕作 会社(昭 和38年),

や農 協マ ー ヶ ッ ト(昭 和39年)の 設 立,合 併 後 は カン トリーエ レベー ター(四 国で最初)

や ウィン ドレス方 式 の育す う場,子 牛育成 のた めの北海道 牧場 の開設,自 動 車整備工場 の

設立運 営 な ど,特 色あ る事業 活 動を展開 して いる こ とで有 名で あ る。
i8)

しか し,大 川農協の活動を特色づける最大のものぱ,大 川農産加工 コンビナー トと称 さ

れる一群 の共同会社の建設である。大川農協は第一次構造改善事業の実施 によって,生 産

基盤の整備,主 産地形成 の基礎を築いたが,そ の後のいわゆる成長作物の過剰傾向に対す

る,生 産者側からの一つの解決策 として,第 二次農業構造改善事業 にとりくむにあたって,

農協が共同会社を設立 して加工事業に進出したのである。そのユニークな方式は,今 後の

日本農業 の進路を見 ぎわめる上で,大 変興味深いものがある。

農産加工 コソ ピナー トとは,農 協の出資す る共同会社9社,な らびに農協直営の畜肉セ

ンターなどによって構成 されているが(こ の うちの8社 が1ヵ 所に集中 している),設 立
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農産加工 コンビナー トによる地域農業の組織化

第1表 大川農協管内の農業の変化
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(農業センサスによる)
の構想はまことに雄大であ り,こ れは農業者不在の流通機構に対す る農協を中心 とした地

域農業側か らの挑戦であ り,農 業構造改善の一つの試みで もあった。す なわち,生 産者側

のマーケティング活動 を強化するため,農 産物を加工す る企業を農協の共同会社 として設

置するが,提 携する企業は地域の専業農家,兼 業農家の双方 にメリットを もたらす 「地域

協調型企業」であらねばな らず,そ のために食品加工会社が設立 されたので あ る。 そ し

て・ このことに よって,農 家は価格変動の心配な しに生産に専念できること に な る。 一

方,原 料提供以外の農家は コンビナー トの従業員 として雇用 し,兼 業の安定化を凶る。 こ

の場合,不 安定層 と呼ばれる第一種兼業農家の約半数を コン ビナー トに採用 し,二 種兼業

化を実現する。一方残 りの半数の第一種兼業農家は,そ れ らの農家の耕地を借 り受けるこ

とによって,経 営規模を拡大 し,専 業農家に移行 させる。

このように,農 産加工 コソ ビナー トを核 として,農 家を原料提供者 と雇用兼業者,な ら

びに専業移行農家に階層分化を図 り,地 域農業の再編成を企てたものである。そして この

組織化の主体 となったのが大川農協であ り,こ れは 単なる共同会社の設立や農業構造の改

善にとどまらず,地 域農業の組織化を伴 った地域経営の展開 とみなす ことができよう。

この構想が打ち出されたのは昭和42年 頃の ことであ り,そ の後の諸情勢の変化 によって

事業は修正,変 更を余儀な くされた面 も少 くは無い。そ こで,農 協による大川農産加工 コ

ンビナー トの設立 と,そ れに伴 う地域農業の組織化 とい う試みに対 して,そ の効果 と問題
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農産加工 コソピナー トによる地域農業の組織化

点を摘 出することは,地 域農業の今後の

進むべき方向を考える場合の参考 となる

ところが大 きいもの と思われる。

② コンビナー ト構想の背最

大川農協は信用事業を中心 とする農協

の体質転換を図るため,営 農面において

危険陸のある部門ぱ,農 協がそれをカバ

ーす る役割を果た して ぎた。すなわち,

水稲 部門においては請負耕作会社 とライ

スセソターを設立 し,園 芸部門において

は育苗セソターと集出荷施設を,ま た畜

産 部門においては採卵農家に対する育す

うセ ンター,酪 農家に対する哺育センタ

ーと北海道直営牧場の設立など
,生 産過

程の一部ない しは大部分 を農 協が 担 当

し,農 家が安心 して経営に打ち込めるた

めの基礎を築いてきた。

とくに請負耕作会社は全国で最初に設

第2表 管内農業生産実績(昭 和58年)
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(大 川 農 協 「協 同の あゆ み 」1984年 に よ る)

注 そ の 他 には,南 瓜2,800万 円,メ ロン3,200万 円,ピ ー マ

ソ3,600万 円 な どが 含 まれ る。

立された もので,当 時ぱ非常に注 目を集めた。 これは第一次構造改善事業に よる大型機械

の利用を前提 として,園 芸 ・畜産農家の労働力確保をH的 とした ものである。 しか し請負

耕作会社は季節的な仕事であるため,農 閑期対策 として産地の基盤整備,住 宅建築など土

木建築の請負にも進 出す ることになった。現在では請負耕作関係の仕事は極端 に減少 して

いる(第3表)。 この ように,請 負耕作会社は変質 し,本 業 よりも副業によって発展 して き

た ことは米作の問題を考える上で大変興味深い。

以 ヒのように,大 川農協は第一一次構造改善箏業において,農 業の生産拡大 と経営近代化

に取 り組んできたが,し か しその結果は米の生産調整に代表される農産物の過剰問題 とそ

れに伴 う販売問題に直而す ることで しかなか った。全国各地で主産地が形成 され,大 市場

を中心 とす る産地間競 争が激化 してい くが,た とえ共販組織化 を推進 し,市 場 占有率を高

め,独 占的な地位を得た ところで,生 産者側はそれ以後の段階にタッチす ることは不可能

になっている。大川農協の場合,コ ンビナー ト構想が生まれ る以前 には,農 産物の販売力

を強化するため,次 のような対策を講じて きた。①系統組織 を中心 とする共販組織化を進

める。②その一方で,生 産者 自らが価格を コン1・mル できるように直売所や食肉センタ

ーを設立す る。

このため,昭 和40軍7月 には京都中央卸売市場内に京都直売所(店 舗面積33m2)を 開設
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農産加工 コンビナー トによる地域農業の組織化

第3表 農作業請負実績

紙

き

.
植

.
ソ

一
紙

一
き

植

ソ

イ

「

一

一
イ

か

　
バ

計

皿

か

一

バ

計

耕
玉

÷

冠

代
由

"

作
業
実
績

(
α
)

「

作
業
料
金

(円
)

48年49年

1,0641,645

305698

777906

2,4902,899

4,6366,148

3,5005,500

3,0004,000

4,0005,000

11,00014,000

21,50028,500

50年151年

1,654694

}一 一一

558144

8151220
__

3,048旨1,789

6,07512,847

-一 一

5,500

4,0001

5,0ao

Y5,000

29,500

52年

477

327

320

1,956

3,080

6,500

5,500

6,500

16,000

34,500

53年

436

312

310

54年

304

1:

569

1,465

2,546

6,500

5,500

s,50a

16,000

34,500

7,000

6,000

7,000

18,000

ss,oao

注 作業料金は10アール当たり(大 川農事の内部資料により作成)

した が,こ れ の 目的 とす る ところは,新 鮮 な畜産物 を生産者 か ら消費者 へ販売 し,流 通 の

合理化 を図 り,そ こで得 られた利益 を組合員 に還 元す る ことで あった。京 都直売所 では鶏

卵,牛 肉,豚 肉,ハ ムな どの加工品 の卸売 を業 務と した が,こ れ に よ り,大 川農協 管内 にお
(9)

ける鶏卵の買上げ価格は県下の最高を記録 したと言われ る。 しか し,京 都直売所の開設に

よる卸売部門への進出だけでは,卸 売市場流通の壁を打ち破ることはお よそ不可能なこと

であった。

大川農協の現組合長松原隆 一氏(当 時専務)は,こ のような事態に直面 して,次 のよう
(10)

な解決策を考えた。農産物は貯蔵 コン トロールが困難である上に,価 格決定は市場 一_り,

企業によってなされ,農 家は単に原料提供者 としての地位に甘んじなければならない。そ

の反対に,原 料を受けた企業はそれを加工することによって価格を決定 し,付 加価値収益

を高めている。農家に もそのような利益が得られるようにす るためには,農 産加工の分野

にまで農協が進出する必要がある。 このような考え方か ら,大 川農協は最初県経済連を中

心にした方法を打ち出したが,考}方,立 場上の相違か ら現実せず,最 終的には大川農協

独 自で加工部門に進出することになった。

すなわち,農 村か ら都市への労働力の流出を くい止め るためには,農 村で工業をお こす

必要がある。 しか し従来の農村工業化計画では,工 場を誘置 しても公害問題 農村労働力

の収奪など,ほ とんどが地域社会 と対決型の企業 とい う側面を有 していた。そ こで地域の

住民に歓迎される企業 として,食 品加工事業が選ばれたのである。 この場合,食 品加工会

社は生産地に立地す ることになるので,都 市立地型企業に比べて,そ れだけ効率的に生産

することがで きる。

ところが,加 工部門に進出しようとす る場合,農 協は原料供給能力があ り,資 金を保有
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農産加工コンビナー トによる地域農業の組織化

し,農 家 を組織 化す る力 を もって い るが,加 工技術,外 に対す る販売能 力,な らび に経 営

管理能 力 とい う点 にお いては,大 きな弱点 が ある。 このため,農 協独 自の力 で加工 部門 に

進 出す る こ とは危 険で あ る ことか ら,安 全性 を考 え,一 一般企業 との提 携,す な わち共同会

社 の設立 を計画 した のであ る。 しか し,こ の場合,提 携 す る条件 として,「 農協主 導型」

の会社 にす るため,農 協hX50%以 上 の資本 を持っ とい う構想 が たて られ たので あ る。

3.大 川 農産加 工 コソ ビナー トの概 要 とそ の特質

(1)加 工部門進出に対す る農協の基本方針

加工部門への進出についての農協の構想は次のようである。加工部門を 一 次 加 工(屠

殺),二 次加工(冷 凍食品),三 次加工(調 理食品)に 分類 し,一 ・次加工は農協直営,二 次

加工は 「農協主導型」,三 次加工は 「企業主導型」 とする方法がとられた。 農協独 自の資

本ならびに技術力で企業化の可能な ものは農協直営,二 次,三 次的な高度な加工技術や販

売能力を要す る部門については,一 般 企業 との提携を求めたのである。 この場合,「 農協

主導型」 と 「企業主導型」の二つの提携が考えられるが,原 則 として 「農協主導型」方式

が推 し進め られた。

す なわち,農 協が50%以 上の資本を保有 し,原 料にっいては地域内の生産物を利用す る

とともに,加 工段階において も管内の農家を労働力 として雇用す る。一一方 「企業主導型」

の提携の場合には,農 協ぱ資本而については劣位にたつ ものではあるが,原 料供給面にお

いて,ま たその価格についても,農 協が農民 と企業 との間に入 り,企 業の独走を抑制す る

役割を果 している。

さらに コソ ビナー ト全体のシステムか ら考えると,「企業主導型」の共同会社 と言えども,

その会社が コンビナー トに立地す る限 り,設 備投資などの実現は不可能になっている。何

故なら,冷 蔵施設,冷 蔵庫,貯 蔵施 設は農協所有 のものであるし,製 品を包装するダソボ

ールなどは 「農協主導型」の企業が生産 してお り,そ の上に製品の輸送に関 しては,農 協

が100%出 資の共同会社がその任にあたっている。それに加えて,公 害防止施設 としての

浄化槽 も広域営農団地総合施設で農協が設 置してお り,こ れの処理能力を上回るような生

産は不 可能 になっている。 したがって 「企業主導型」の共同会社 と言えども,農 協が コン

ビナー トの主要部門における権限を有 している限 り,そ の主体性を発揮することぱ困難 と

なっている。かかる点において,農 産加工 コンビナー トに立地す る企業は,「 企業主導型」

共同会社 と言えども,大 筋においては 「農協の管理下におかれた企業」 としての性格を有

することになるのである。

この コンビナー トの達設は第2次 溝造改善事業,広 賊営農団地総合施設整備事業を利用

して昭和45年 に着 手し,481に 完成 した。 コソ ビナー トの特長は,生 産地において加工を

行 うので,① 包装,運 賃な ど流通経費の大幅削減,② 新鮮な原材料の長期的確保,③ 品傷
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第4表 大川農産加工コンビナー トの概要(昭58年)
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注 ○印はコンビナート内に立地する企業(大 川農協:協 同のあゆみ一通常総代会資料一1984年による)

み な どの減 少,な どの直 接的効果 のほ か に,④ 工場就 労 に よる兼業 農家対 策,⑤ 「地域協

(111

調型 企業」 を誘 置す る ことに よ り地域 の健 全 な発 展 に寄 与す る,な どが あげ られ て いる。

計 画当時 におけ る コン ビナー ト全 体 の年 間販売 額は100億 円を 目標 に していたが,昭 和52

年 には これ を達成 し,58年 には140億 円余 りに達 してい る。

(2)コ ン ビナー トの実 態

ここでは大 川農産 加工 コン ビナ ー トの組 織,な らび に運営 の実 態 につ いて明 らかに して

お こ う。第4表 は農 協 出資の共 同会社 の概 要 を示 した ものであ る。 コン ビナ ー トは大川郡

長尾 町西地 区に位 置 し,総 面積82,500m2(25,000坪)の 敷地 に 「フジ フー ヅ」,「高松 ハ

ム」,「味 の素冷凍食 品」,「エ ース食品」,「協 同組合農産 加工 コン ビナー ト事 務局」,「協 同

通運 」,「大 同パ ッケージ」 の各社 な らびに農協 直営 の 「畜 肉セ ンタ ー」 の8社 が立 地 して

いる。 このほか に コソ ピナー ト内の施設 と しては,多 目的恒温 恒湿貯 蔵施設,排 水処 理等

公害対 策施 設,固 定式焼 却炉,警 備施設 等が設 置 され て いる。 これ らの各会 社 な らび に施

設 は孤立 して存在す るのでは な く,原 料 あるいは製品 の流れ にお いて,何 らか の関連 を有

し,結 合 してい る場 合が 多い のであ る(第2図)。

ところで,「 フジ フー ヅ」,「 高松 ハ ム」,「 味 の素冷凍 食品」 の3社 が農協 出資 の食 品加

工企業 で あ り,コ ソ ピナ ー・トの中心 を なす ものであ る。 これ ら3社 の内,純 粋 な意 味で の
Ili

「農協 主導型 企業」 は 「フジフー ヅ」 だけで あ るが,こ の会社 では 「ルーち ゃ ん ぎ ょ う

ざ」 を生産 してお り,ぎ ょうざの貯 売高 では全 国有数 の地位 を誇 るまで に成長 した。 ぎ ょ

.:
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うざの生 産能 力ぱ 日産15～18t(1日120万 粒)で あ り,年 間 販売高 ぱ18.5億 円 に達す る。

しか し 「ルーち ゃん ぎ ょうざ」 が,大 川農産 加工 コン ビナー トか ら生み 出 されて い る こと

を知 る消費者 は あま り多 くない。
く　

それ は ともか く,「 フジ フーヅ」 以外 の 「高松 ハ ム」と 「味の 素」 は,農 協 の出資比率 は

お のおの17.9%s10%で あ り,む しろ企業 主導 型 と言 え よ う。 しか し 「高松 ハ ム」 の場合

は,構 造改 善事業 で 「畜 肉 セ ンター(肉 畜解体 処理施設)」 が 大川農協 の直営 と して建設 さ

れ たた め,原 材 料供 給の段階 で ハ ムの製造 の コン トロールが 可能 にな る と言われ る。 しか

し 「味 の素」 の場 合 は,資 本 面,原 材料供 給の面 か ら も企業主導 型企業 とな りつつ ある・

ところで,こ れ らの食品 加工 会社 のほ かに,コ ン ビナ ー ト内 でそれ に劣 らず 重要 な役 割

を果 して い るのが 「大 同 パ ッケージ」 と 「協 同通運」 であ る。 まず 「大同 パ ッケージ」 は

大 川農 協管内で 生産 され る農 産物,及 び コン ビナー ト内 の各社 で生塵 され る加工 食品 の包

装資材 の製造 を担 当す る会社 で ある。 こ こで生産 され る 各種 ダンボ ール ヶ一スの 販 売 高

は3.4億 円(昭 和56年)で あ るが,販 売 先 の 内訳 をみ る と,コ ン ビナ ー ト各社 が1.9億

円(55.8%)農 協0.3億 円(8.9%),そ の他1.2億 円(35.3%)で あ り,コ ソ ビナー ト向け

の製 品が過 半数 を 占め る。

「大 同パ ッケージ」 は代表取締 役 を大川農協 組合 長が昭和56年 まで兼任 してお り,農 協

主 導型 の代表 的な共 同会社 の一 つで あ り,ま た製品 を農協 関連施設 へ供給す る とい う役 割

を担 ってお り,文 字通 りの関 連会社 と呼 ばれ るにふ さわ しい会 社 と言 え よ う。

次 に 「協 同通運」 は大川 農協 がYoo出 資す る会社で,コ ン ビナー ト建 設以前 に設 立 さ

れ た ものであ る。昭 和58年 現在,大 型 冷凍 車21台 をは じめ,タ ソ クロー リー2台,平 ボデ

ー車7台 ,合 計30台 の車輌を保有 して い る。 コソ ピナー ト建設 以後 の営業 内容は,① 大川

農協管 内で生産 され る農 畜産物 の輸送,② 大 川農産 加工 コソ ビナー ト各社 よ り生産 され る

加工食 品及 び肉畜製 品の輸 送,③ 大 川農協 お よび管 内 の購売 品 の輸 送,④ 経済連生 活用 品
くユの

の年間契 約 に基 づ く専 属輸 送,な どに多様化 した。 「協 同通運」 の年間取 扱高 は6.7億 円

(昭 和58年)で あ るが,そ の取 引先 は コソ ビナー ト内各社 が53%,農 協zo/,経 済連4%0,

そ の他33%で ある(内 訳 は56年 実績)。 また営業範 囲は管 内は もとよ り,京 阪神 を中心 に

関東,九 州地方 に まで定期便 を 出 してい る・

この よ うに,「 大 同パ ッケー ジ」 ぱ農畜産物 な らびに加 工食品 の包 装 の段 階 で,「 協 同通

運」 はそれ らの輸送 とい う,流 通 の最終段 階で コン ビナ ー トにサ ー ビスを提供 して い る こ

とにな る。大 川農 協は これ らの2つ の会社 を設 立す る ことに よって,管 内 の生産 物,な ら

び に コン ビナー ト内各社 で製造 された 加工食品 の流れ を最終 的に統轄 して い る こ と に な

る。 い わば,コ ソ ビナ ー ト内 各社の製 品 を最 終終的 にチ ェッ クす る機 能 を も果 してい る こ

とに なる。 コソ ピナー トを一つ の シス テム と見なせ ば,こ れを管理 す る面 にお いて,こ れ

ら2社 は重要 な役割 を担 ってい る もの と言 え よ う。

69



農産加工 コソピナー トによる地域農業の組織化

0

コ

ン

ビ

ナ

ー

ト

●

f

夢

1

9

8

8

1

1

」

0 ⑧ ◎ ◎ O ㊥
キ ャベ ツ

135戸

玉ネギ

210戸

肉 豚
35戸

1ブ ロ イ ラー

3戸

イチゴ

280戸

兼業農家
500戸

ニ ラ

5戸一

,契 蘇 欝 蕪 蕊
コヨ

ナンキ ン
20戸

駅 価.
委

託

W
i

l

l
J

「-r-■ 陰一

1大 農

聖川 協

亀一 一_6-一

約

一● 一 一 一9-■ ■9●■D■ ■)-

1畜肉センタi
y

契

価

一 ●■P徊 ■●

● 飼医 一 」■ ■齢 ■9-一 働

契 契

格 約価格 約値格
鱒 一 一 ●曹 一 一 劇■

フジフーヅ1隊

一 ■■9■■go■■9

■■9■口o■■ 一 徊9一

1

1冷 凍 ・冷蔵施設
1エ ー ス食品1

の 素脾 櫛 ムi

1

1

1

1

量

1

1

r

1公 害処理施設 r12＼' し
門 卒 7 ㌧

f県繍 糾7/

i大 同パ ッケ ージ ＼ i

→ 県青果連1執μ
夢… … … τ錘 重:「一

由
↓

[

i市 場i

第2図 コ ン ビナ ー トの流 通 シ ス テ ム(昭 和58年)

(大川農協 「協 同のあゆみ」1984年,及 び聞き取 りによる)

4.農 産 加工 コン ビナー トと地 域農業 の組織化

(1)コ ン ビナー トと生産農 家の関係

コンビナー トと農家 との関係 を農産物 の流通面か ら検討 してみ よ う。大川農協管 内の農

産物 は大 き く分 けて,① コンビナー トに直接関係す る もの,② それ以外 の生産物,の2つ

が 認め られ る。 この うち,① は さらに3つ の タイプに分 け られ る。第2図 は これ らの各 タ

イプの農 産物の流れ を示 した ものであ る。④は契約栽培方式 で,ぎ ょうざの原料 とな るキ

ャベ ツとニラの二品 目に限 って,収 穫 前に農協 と組合員 の間で契約生産量(t数)と 保 証

価格 を決めて契約 する ものであ る。 また農 協は 「フジ フーヅ」,「味 の素」 との問 で も販売

数量 と販売 価格 を決 めて契約 してい る。⑧は玉ね ぎの場合 で,農 協が共販 ルー トで集 荷 し

た玉 ネギを,農 協 と 「フジ フー ヅ」,「味の素」 の問 で結 ばれた契約数量だけ を両社 に納 入

し,残 量は共販で市場 出荷 され る。ただ し,玉 ネギの生産 量 に対す る契約数量 は ご くわず

か である。◎ は肉豚 の場合 で,農 協 が共販 ルー トで集荷 した肉豚 を農協直営 の畜 肉セ ンタ

ーで解体処 理 した後 ,農 協 と 「高松ハ ム」 との間 で結 ばれ た販売数量 に基 いて納 入す る。

この よ うに,④ の場合 は組合員 一農協一共同会社 の間にそれぞれ契約関係 が結 ばれて い

るが,⑧,◎ では農 協一共 同会社 は契約関係 にあるが,組 合 員一農協 との間 は委 託関係 に

なっている。なお,② の場合 は,イ チ ゴ,南 瓜,ブ リンスメ ロンな どのよ うに,コ ン ビナ

ー ト各社 と原材 料面 では関係 がないので ,通 常 の農協 共販ル ー トによって市場 出荷 され る。
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そ こで,こ こで は大川農協 の特 色 の ・つ となって いる契約栽培方 式 に よる価格 形成,な

らびにその問題点 につ いて,キ ャベ ツを例 に とって明 らかに してお こう。 キ ャベ ツはほぼ

3年 に1回 ぐらい の割合 で激 しい価格 変動を示 し,暴 騰の年があ る半面,暴 落 の 年 が あ

り,生 産費 も償 えない状態 にな る。 このため,管 内 の農家が安心 して栽培 で きるよ うに,

農 協は契約栽培制度 を導 入 したのであ る。契約は あ くまで農家の 自由であ り,有 線で 町内

に放 送 して公募 す る。 そ して農協 は収穫 前 に希望者 と面 談の上で作期 と契約数 量 を 決 定
くユう

し,1kg当 た り10円 の予約 金を 支払 うことにな って いる。収穫 されたキ ャベ ツは農協 が

組合員 か ら集荷 し,そ れ を 「フジ フーヅ」,「味 の素」へ 原料 として出荷す る。 さて昭和54

年 における契約価 格(1kg当 た り)は,11月 が40円,12～3月35円,4月40円,5～6

月は30円 と決め られて いる。 これは管 内で も平坦地に位 置す る長尾 町長 尾地区 の農家 の契

約 内容であるが,1kg当 た りはほぼ40円 の価格設定 とな って いる。

なお,実 際 の出荷 数量 が 契 約数量 に対 して 増減が生 じた場 合には,次 の よ うな 罰則 が

もうけ られ てい る。す なわち,契 約数量 に対 して増 減1割 以 内の範 囲内では契約価格で取

引 されるが,出 荷数量が契約数量 の1割 を上回 った場合 は,上 回 った分 のみ時 価 価 格 と

し,青 果 販売 とす る。 また出荷数量が契約 数量の下限(1割 の減 少)を 下 回 っ た 場 合 に

は,下 限 よ り1割 以内 の減少では1割 安,2割 以内の減少は2割 安,3割 以内減少は3割

安 とす る。 ただ し,そ れ以下 に減 少 した場 合には3割 安 で精 算 され るとと もに,契 約農家

には予約金 に対 して10%の 金利 を課 し,原 則 として次年度 より2年 間 ぱ農協 と契約で きな

い よ うにな ってい る。

この ように農 協は契約価格を設定 し,違 反者 には罰則 を課 して いるが,集 荷 数量を契約

通 りに確保す ることは困難 になっている。その原因 と しては,① 価格 の問題,② 出荷時期

の問題,な どが あげ られ る。 まず① についてその実態 を明 らかに し ょう。 とくにキ ャベ ツ

においては,生 産者は,市 場価格 の安 い年 には価 格の安定 した コンビナー ト向けに出荷す

るが,反 対 に高い時 には,契 約 を無視 してで も市場へ 出荷す るな ど,市 況に応 じた変 り身

の早 さを示す場合が多 い。

大 川農協 は キ ャベ ツの契約栽培 にあた って,最 初は面積(反 別)契 約 で出発 したが,そ

の場合,農 家に よって は契約 よ り多い面積のキ ャベ ツを作付 し,市 況 が高い時 にはそ の分

を市場 に出 し,安 い時 には違反面積分 のキ ャベ ッを含 めて,大 量 に コン ビナー トに向けて

出荷す る ことがあ った。 このため,農 協 は数年前 よ り,こ の方法 を トン数契 約に改めた。

これ に よ り,生 産者が市場 と契約栽培 の両道を歩め ない ように したのであ る。 ところが こ

の契約方式 を もって して も,生 産者 の投機 的販売 を防 止す る ことは 出来 なか っ た の で あ

るo

た とえば,昭 和53年 度産 のキ ャベ ツの場合,契 約価 格 は市場価格 の5倍 とな ったため,

順調 に コン ビナー トに向けて 出荷 され た。 しか し,54年 度産 の場合 は,周 知 の よ うに,価
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格 は冬場 に大暴騰 したた め,契 約価 格 は市場価格 の10分 の1と い う状 態 にな った。 このた

め,昭 和55年 の1月 ～3月 にか けては,コ ン ビナー ト向け の契約栽培 に よるキ ャベ ツが大

幅に不足 す る ことにな った ので ある。

さて,次 に② の出荷 時期 の問題 であ るが,農 作物 は気候 条件 に よ ってそ の生 育は大 きな

制約 を うけ る。 これ を さけ るため,大 川農協 では契 約栽培 の キ ャベ ッに限 って,生 産 の地

域分担 で対応 してい る。す なわち,キ ャベ ッは,夏 場 には栽培 が困難 であ るので,7～10

月 の期 間 には山間地 の長尾 町多和 地 区で作 り,そ の他 の期間 につ いては平 坦地 の農家 と契

約 してい る。 ただ し,こ の よ うに地 域的 に 出荷 を調節 して も,や は り夏場 の キ ャベ ッは不

足 し,コ ン ビナー トでは嬬恋 キ ャベ ツを大 量 に利用 してい る。 その上 に,管 内の農 家は キ

ャベ ツの最 も条件 の良い時期 に 出荷 を集中す る こととなる。

た とえば4月 取 りのキ ャベ ツで あれ ば,4月 は1日 ～30日 までの期間 があ るので,農 家

は 出来 るだけ大 きい キ ャベ ツを出荷 しよ うとす る ことか ら,4月 の下 旬 に出荷 の ピー一クが

あ らわれ る ことにな る・ と ころが 「フジ フー ヅ」 は年間 を通 して コンス タ ソ トに原 料 キ ャ

ベ ツを必要 と して いる・そ こで,生 産 者 の出荷 の ピー クと 「フジフー ヅ」 の必要量 との間

の ズ レを調整す るた め,冷 凍 ・冷蔵施 設が設 置 されて い るが ,こ れ に も問題 が残 され て い

る。保 冷 キ ャベ ッは0℃ で保存 され てい るが,外 葉 が腐敗 して くるの で,こ れ を取 り除か

ね ばな らず,そ の分 目減 りす る ことにな る。 また外葉 を取 り除 く作業 に1日3人 の労働力

を必 要 とす るの で,経 費 がか さむ ことにな る・ さ らにキ ャベ ツの冷蔵庫 で保 存 で きる期間

は1ヵ 月 であ るので,常 時 最低半 月分(70～100t)の 在庫 が必 要 とされ てい るのであ る。

以上 の よ うに,契 約生産量 と契約 販売量 との間 には常 に過 不足 を生ず る ことに なるが,

この場合 の危 険負担 は農協 に よって処 理 され る ことにな って いる。昭和54年 度産 キ ャベ ッ

の場 合,「 フジ フーヅ」 の必要量 は年間1,200tで あるが,契 約販売 量は約1,000tで あ り,

約200tが 不 足 した・ もち論,不 足 分は 農協 が市場か ら入荷 して納入 した。 この傾 向は さ

らにひ ろが り,昭 和58年 度 には,キ ャベ ツの年間 必要量 は1,600tに なるが,供 給量 は依

然 として1,000tの ま まで あ る。

この よ うに 「フジ フーヅ」 の必要量 よ りも,キ ャベ ツの契約販 売量 が少い原 因 と し て

は,契 約 農家 の絶対数 が少 い ことが あげ られ る。契 約栽培 農家は昭和58年 度 の場合,大 川

農協 管 内で135戸(54年 度 にお いて も132戸)で あるが,こ れ は総農 家数 の4%に す ぎな

い。 しか も,こ こでの大 きな問題 は,契 約栽培 農家が これ以上増 加 しない とい うことで あ

り,悩 みの種 となってい る。

ところで,契 約栽培135戸 の内訳 を地域別 にみ る と,大 川 町が約so/,寒 川 町25%,長

尾 町15%と なってい る・大 川町 に契約栽 培農 家が多 い理 由 と しては,同 町富 田地 区はか つ

て 貝 ボタ ンの産 地 であ ったので,農 家 の人は ボ タン工場 へ勤 務 して い る人 が多か った。現

在 では貝 ボ タンの生産 は衰微 した が,こ の影響 を うけ,大 川 町では手 堅い現金 収入 を求め
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る気 風が作 り出 された と言 第5表 長尾町下通集落の農家の内容と契約栽培状況

われている。 このため,多

労を要す る作物や投機的な

作物の栽培を好 まず,価 格

の保障 された酪 農 や タバ

コ,麦 等を栽培す ることに

なった。そ してこの気風が

キャベツの契約栽培の場合

に もあてはま り,安 定 した

契約栽培を指向する農家が

大川町か ら比較的多 くでた

ものと思われる。

(2)契 約栽培農家の実態

大川農協での聞き取 りに

よって,契 約栽培農家の多

い集落 として,コ ンビナー

トが立地する長尾町か ら下

通を選定 した(第5表)。 一ド

通集落は農家戸数16戸 で,

1戸 当 り平均経営耕地面積

は93.7aと 大川農協管内で

は比較的大 きい。栽培作物

農 家

1

2

3

4

5

⑥

7

8

9

10

⑪

12

⑬

⑭

⑮

⑯

年 令 兼
(世Iltftコ才)(世 帯主)

K

K(●)

K(●)

K

K

58

J1

76

44

40

66

74

54

43

44

77

78

48

53

44

7J

H

●

.
H

K

H

業 経営耕地
Cap

32.1

58.5

J8.S

63.0

71.2

83.1

..

...

88.8

93.2

99.9

100.9

125.7

135.1

136.0

175.9

契鰯 培 備

X

考

ナ ソキ ン

契 約(5t)キ ャベ ツ,ナ ンキ ン

ナ ンキ ソ

ナ ンキ ン

X

肉 牛

ア ス パ ラガ ス

契 約(19t)キ ャベ ツ,ナ ン キ ン

契 約(7t)キ ャベ ツ

イ チ ゴ

ナ ンキ ソ

(農家台帳 と聞 き とりによる,昭55)

注1.農 家の○は専業農家

2.兼 業の●は コン ビナー ト勤 務

(●)は 世帯主 以外で コン ビナー トに勤 務

Kは 恒常 的勤 務,Hは 日雇

3.契 約栽培 の ×は契約解 除者

と しては,米 とそ の裏1乍に南瓜,そ の他 をf乍付す るタ イフが 一般 的で あ る。南 瓜を1ha近

くf乍付け てい る農家 もあ るが,平 均的 な作付面 積は1戸 当 り30～50aで ある と言 われ る。

長尾 町で成 長作物 とされて いるイ チ ゴば,こ の集落 ではほ とん ど栽培 されず,わ ず かに1
(16)

戸があるにすぎない。

下通集落におけるキャベツの契約栽培農家は,以 前は5戸 存在 したが,現 在では3戸 に

なっている。契約栽培農家はすべて専業農家であ り,米 ・南瓜 ・キャベッを主作 目として

いるが,キ ャベツは他の作物 と競合 しない形で とり入れ られている。契約栽培農家のキャ

ベツの収入は,6番 農家の場合約20万 円,13番 農家の場合80万 円,14番 農家は約30万 円と

推定 され,キ ャベッは農業経営における補助的な役割を果 しているものと考 えられる。

下通集落において契約栽培農家が減少 している理由 としては,や は り価格が最初か ら決

定されてお り,弾 力性に乏 しい ことをあげる農家が多い。大 多数の農家は,常 に価格が高

い時期にキャベツを栽培する希望を もっているか らである。
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では,下 通集 落では何故南瓜が主作 目とな った ので あろ うか。 南瓜は イチ ゴや 肉牛 ほ ど

には収益は あが らないが,米 作の3倍 以上 の収入があ る と言 われ る。 しか もハ ウス病 にか

か る心配 も少 い。 したが って,下 通集落 にみ られる よ うに米 プ ラス露地 野菜 型の堅実 な考

え方 を もつ農家 に南瓜 は受 け入れ られた。そ してその中で も専業的 な農 家の間 で,キ ャベ

ツを経営 の副次的 な部 門 と して とり入れて いるのが,契 約栽培農家 の実態 であ る。逆 に言

えば,イ チ ゴ栽培や畜産 に特 化 した農家や集 落では,キ ャベ ツの契約栽培 農家は少 くなる

のであ る。

(3)コ ソ ビナー トと兼業 農家 冠策

コン ビナー ト建設 に よるい ま一 つの利点は ,従 業員 の地 元雇用 に よる農 家経済 の安定で

あ る。 コソ ビナー ト各社 には昭和58年 現在700人 余 りの 従業員 が 勤務 しているが(第4

表),こ の うち約70%に あたる500人 が大川農協管 内の農家で 占め られ ている。 フジフーヅ

を例 に とると,従 業 員121名 の うち約90名 が農協管 内か ら採用 されて いる。 コン ビナー ト

の各社は農協 と地域内雇用優 先の契約 を結 んであ り,そ の方 針は守 られ ている と 言 え よ

う。 ただ し地 域内雇用 に も限度 があ る。なぜ なら,農 家の人 ばか りを従業員 として採用 す

る と,農 繁期 に人手不足 とな る恐れが出て くる。 さ らに特殊 技術 を要す る職種 に つ い て

は,地 元雇用 はお のずか ら限 界がでて くるで あろ う。

ところで,コ ン ビナー トには,大 川農協管内 の約15%の 農家が雇用 され ている ことにな

る。 そ こで次に,コ ソビナー トに多数の従 業員 を送 りこんでい る集落を と りkげ,そ の実

態 を明 らかに したい。事例 として と りあげた集落 は,コ ン ビナー トが地区内 に立地す る上

辛立集落 であ る(第6表)。 上 辛立集落は33戸 の農 家があ るが,1戸 当た りの平均経 営耕

地面積 は非常に小 さ く,1ha以 上 の経営規模 を有す る農家は皆無で ある。 このため早 く

か ら兼業 化が進 んで いる集落 で もあ る。 また位置的 な有利性 か ら,コ ンビナ ー トに勤務す

る人 が多 くなって いる。

L辛 立集落 には専業農家 が4戸 あ るが,こ の うち本 当の意味で の専業農家は26番 農家 と

31番 農家 の2戸 だけであ り,11番 と22番 は各 々女性世 帯,老 人世帯 とな っている。残 りの

29戸 の農家は,す べ てが様 々の形で農外労働 に従 事 してい るが,こ の うち8戸(9人)の

農家が昭和55年 現在 において,コ ン ビナー トの各社 に勤 めてい る。 なお以前 に コン ビナー

トに勤めて いたが,定 年で退職 したのが9番,24番 農家であ り,20番 農家 は中途退 職 して

い る。 この よ うな退職者 を含 め ると,上 辛立集落 においては,総 農家 の33%が コン ビナー

トと関係 を もっている ことにな る。

ところで コンビナー トに勤務 して いる人 を男女別 にみ ると,世 帯主 が働 いてい るのは わ

ずか に1戸 にす ぎない(定 年退 職者 を含 める と4戸 に なる)。 また 世帯主 の妻 が勤務 して

い る農家は5戸,長 男は1戸,長 男 の妻 は2戸 にな り,女 性労働力 の雇用 が 目立 っ て い

る。 この理 由 としては,世 帯主が定年退職 した人が多 いため,そ の数 だけ男性が減少 した
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第6表 長尾町上辛立集落の農家別就業状態

年 令 経営耕地農家

(世帯主 才)

160

∩∠

一
3

一
4

5

6

7

8

56

46

(a)

兼 業 職 種
一 一 一 備

世 主 そ の 妻 長 男 そ の 妻1

9

10

⑪

12

13

14

15

16

17

考

19.5

21.2

21.2

52[22.2

5425.8

48

50

79

65

76

52

53

62

47

50

18

19

27.6

27.6

..

30.7

30.9

31.5

31.5

35.1

35.1

41.0

24 42.1

51

56

68

病

K

K

一
K

一
J

K

K

一J

一〇

?

一 一一

43.5

ρ0

一

だ
U

一

3

一
ρ0

4

4

K

59

77

K

一
K

●

K

●

〇
二

K

K

●

一

一
K

一

幽

一

一

一

一

㎜
H

J

K

K

K

K

一
K

一
K

皿
○

K

K

K

K

K

20'

21

⑳
一一;

23

24

25

⑳
_

27

28

29

30

⑳

32

33

73

49

.;

K

K

i

L(委)

個 人 タ クシ ー

(委)

米屋

女性世帯

K

51.8 i

52.4
-i

57.7

69

41

59.9

56

52

72

60'i

46
-:

531

K

O

S

K

.,

72.9

74.9 K

77.9K

81.2iS

82.5●

83.5

86.0

93.21S

●

K

K

畳業

●

K

1イ チ ゴ

イ チ ゴ,(委)

83

51

K イ チ ゴ

●

K

K

●

KiK

イ チ ゴ

酪 農,オ ペ レー タ ー

イ チ ゴ

注1.農 家 の○ は専業

2.兼 業 のKは 恒常 的勤 務,

○ は コソビナー ト退職 者

(農家台帳 と聞 きと りに よる,昭55年)

Jは 自営 兼業Sは 職 人,Hは 日雇 ●は コンビナー ト勤務

3.備 考の(委)は 水稲 作業委託者

一75



農産加工 コンビナー トによる地域農業の組織化

こと もあるが,上 辛 立集 落では コンビナー トが建 設 され る以前 か ら,す でに 世帯主 はあ る

程 度 の安定 的 な兼業 に従事 していたため,コ ン ビナー トに勤 務す る必要が なか ったか らで

あ る。 た とえば,世 帯 主で現在1人 だけ コン ビナー トに勤め てい る30番 農 家の場 合は,本

人が勤 務 して いた会 社が倒産 したた め,コ ソ ビナー トに雇用 されたので ある。

なお コン ビナー トの従業員 を会社別 にみ る と,「 フジフー ッ」4名(男1名,女3名),

「味 の素」2名(女),「 大同 パ ヅケージ」2名(男 女各1名),「 高松 ハ ム」1名(女)と な っ

てい る。 また コン ビナー トに勤務 して得 られ る収 入は男性 で月収12～14万 円,女 性 は7～

9万 円(昭 和55年)と 言われて いる。

結局,上 辛 立集落 において 明らか に され た よ うに,コ ン ビナー トの建 設は地域 の農家に

次 の よ うな利 点力凝,た らされた。① 米作 を主 とす る農家 では,過 剰労働力 と言 わ れ て い

る,中 高年 の主 婦労働 力を雇用す る ことに よって,農 家経済 に安定 を与 えた。 ② こ う し

て,不 安 定な兼業農 家か ら,よ り安定的 な兼 業農家へ移 行す る ことが可能 にな った。③そ

の結果,上 辛立集落 の農家は,2戸 の安定的 な専 業農 家 と大 多数 の安定 的 な兼業 農家 とに

分 化 しつ つ ある と言え よ う。

そ の反対 に,次 の よ うな問題点 も浮 きぼ りに された。① 世帯主夫妻 がそ ろって兼 業 に出る

農家 が増 加 し,家 庭 教育 な どの面 で混乱 が生 じつつ あ る。② コン ビナー トに兼業 農家 を採

用す る こ とに よって,農 地 を専 業農家 に集中す る とい う,農 地 の流動 化は ほ とん ど進 展 し

ていな い。

さらに付 け加え るな らば,地 域協調 型企業 として創設 された共同会社 に対 す る農業者 の

おか れた立場 ヒ,考 え方 の相違 の問題 であ る。 コン ビナー トに勤務 し,あ るいは キ ャベ ツ

の契 約栽培 を続 けて いる農家は,コ ソ ビナー ト建設 に よる メ リッ トを十分 に認 め て い る

が,コ ン ビナー トと関係の ない農 家は,コ ン ビナー トを一般 企業 の進 出 と同 じよ うに受け

とめて お り,そ のギ ャ ップは大 きい。

この よ うな問題点 が地 元農家 の問か ら指摘 されて いるが,そ れ に して も,大 川農協 に よ

る コソ ビナー トの建設 が地域 農業 に与 えた 影響は絶 大であ る。す なわち,大 川 農協管内 の

農家で,コ ソ ビナー トの従業員,コ ソ ビナー ト向け のキ ャベ ツの契 約栽 培,さ らには農 協

職 員 と して勤 務 してい る人hを 合 計す る と900人 近 くに のぼ る ことに なる。 したが って,

管 内 の農家 の27%が コンビナー トな らびに農協 に直接的 に関係 してい る ことにな り,大 川

農 協を中核 とす る地域農業 の組織 化 が比 較的順調 に進 んで いる もの と考 え られ る。

お わ り に

本稿で明らかにされた結果を要約すると次のようになるであろ う。

① 大川農協は,農 産物の生産か ら加工 ・流通に至る一貫 した統一的な組織化の実現に

成功 した。これは,組 織化の段階では最 も進んだ形態の一つとみなされるものである。 し
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か もそれは,専 業農家の自立対策だけではな く,広 範に存在す る兼業農家 も含めた地域農

業の組織化であ り,農 協を中心 とす る地域経営の展開 とみなす こともできよう。

② コソビナー トの建設によ り,管 内の30%近 くの農家が農協 ならびに コンビナー ト関

連施設に関係することとなった。 また コンビナー トを一つのシステムと見なせば,農 協が

システムの入口(原 料供給)と 出口(包 装,輸 送の関連会社)を 制禦 してお り,コ ンビナ

ー ト運営の主導権を農協が確保 している。

③ 大川農協の場合は,農 政の打ち出す諸事業をそのまま受身の形で とり入れるのでは

な く,地 域のあるべき姿をまず想定 し,そ れの実現のためにそれ らの諸事業を巧みにと り

入れたのであ り,地 域の リーダーとしての役割を果 してきた。

その反対に次のような問題点 も指摘された。

④ ぎょうざ製造のために契約栽培 されるキャベツは,そ の投機性の高さの故に,供 給

面で不安定 な要素を多分に残 している。契約栽培を維持 してい くためには,農 家が農協に

対 して抱いている 「甘え」の意識の変革が必要 とされている。

⑤ 請負耕作会社や コソビナー トの建設 によ り,兼 業農家の耕地を専業農家に集中させ

るとい う農地 の流動化は成果をあげず,今 後の課題 として残 されている。

以上のように,今 後の日本農業の担い手 として農協の果す役割の大 きいことが証明され

た。本事例をただちに他の地域に適用す ることは危険であるが,地 域的にみると,農 業振

興地域の歩むべ き一つの方向を示す ものとして学ぶべ き点が多い ものと考えられる。

〔付記〕

本稿は1980年 度人文地理学会大会において発表 した ものに加筆 した ものである。調査に

あた り現地でお世話になった大川農協,な らびに農家の方hに 厚 く御礼申し上げたい。

註

(1)高 橋正明 「都市近郊における稲作受託組織の展開 とその特質 一藤井寺市 と泉大津市の場合一」,

地理学評論53-2,1980。

(2)高 橋正明 「讃岐平野における稲作の生産組織化」,大 手前女子大論集ユ4号,ユ980。

(3)高 橋正明 「琵琶湖東岸大中の湖新農村の変容」,地 理28-5,1983。

(4)高 橋正明 「イチゴ産地の販売組織 と市場対応一奈良県におけるマーケテ ィング活動を中心にして

一」
,人 文地理30-3,1978。

(5)農 政調査委員会 「アグシステム」,日 本の農業一あすへの歩み一66・67,1970。

(6)農 政調査委員会 「アグ リシステムハンドブック」 日本の農業一あすへの歩み一85,1973。

(7)高 橋正明 「地域農政の展開と農地の流動化一鳥取県大栄町の場合～」,大手前女子大学論集16号,

19820

(8)コ ンビナー トに類似のものとしては,淡 路島の北阿万農協,大 分県の 日田市農協,鳥 取県の大山

乳業農協など,全 国的にみてもかな り意欲的に取 り組んでいるものが多い。

(9)大 川農協 『進みゆ く農村』1969。

⑩ 松原隆一 「農協 とシステム農業(1)」,農業構造問題研究61,1971。 本節の主要部分は この報告を

一77一



農産加工コンビナー トによる地域農業の組織化

もとにしている。

(11)大 川農協r協 同のあゆみ,第17回 通常総代会資料』1982。

(12)「 フジフーヅ」の設立にあたっては5億 円の営農団地資金(制 度金融)が 利用されている。製品

が 「生ぎょうざ」であるため,消 費地か ら遠い(大 阪まで6時 間の輸送時間)こ とが一つの問題 と

なっている。

(13)「 高松ハム」は日本ハムの子会社であ り,日 本ハムの社長が香川県出身であることから,コ ンビ

ナー トへの参加が求められた。

ω 前掲{11)参照。

q5)農 協 との契約資格 としては,契 約数量が最低2t以 上あること,と なっている。

(16)下 通集落では,ハ ウス栽培はハウス病になる可能性があるので,イ チゴの栽培には 消極的であ

る。ただ し,南 瓜は,最 近,沖 縄産などの露地ものに対抗することが困難にな りつつあ り,農 家の

栽培意欲は低下 してきている。

一78一




